
 1 

介護老人保健施設思川ケアステージ入所利用約款 

 

（約款の目的） 

第１条 介護老人保健施設思川ケアステージ（以下「当施設」という。）は、要介護状態と認定された

利用者（以下単に「利用者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従って、利用者がその

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするとともに、利用者の居宅に

おける生活へ復帰を目指した介護保険施設サービスを提供し、一方、利用者及び利用者を保護

する者（以下「保護者」という。）は、当施設に対し、そのサービスに対する料金を支払うこ

とについて取り決めることを、本約款の目的とします。 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者が介護老人保健施設入所利用同意書を当施設に提出したときから効力を有

します。但し、保護者に変更があった場合は、新たに同意を得ることとします。 

  ２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款、別紙１別紙２別紙３別紙４別紙５の改定が行わ

れない限り、初回利用時の同意書提出をもって、繰り返し当施設を利用することができるもの

とします。 

（保護者） 

第３条 利用者は、次の各号の要件を満たす保護者を立てます。但し、利用者が保護者を立てること

ができない相当の理由がある場合を除きます。 

①行為能力者（民法第２０条第１項に定める行為能力者をいいます。以下同じ。）であること。 

②弁済をする資力を有すること。 

２ 保護者は、利用者が本約款上当施設に対して負担する一切の債務を極度額、金参百萬円の範

囲内で、利用者と連帯して支払う責任を負います。 

３ 保護者は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。 

①利用者が疾病等により医療機関に受診する場合、受診手続が円滑となるよう協力すること。 

②入所利用が解除若しくは終了した場合の残置物の引取り等の処置、又は利用者が死亡した場合

の遺体の引取をすること。 

４ 保護者が第１項各号の要件を満たさない場合、又は当施設、当施設の職員若しくは他の入所

者等に対して、窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他の背信行為又は反社会的行為を行った場合、

当施設は、利用者及び保護者に対し、相当期間内にその保護者に代わる新たな保護者を立てる

ことを求めることができます。但し、第１項但書の場合はこの限りではありません。 

５ 保護者の請求があったときは、当施設は保護者に対し、当施設に対する利用料金の未払い、

これに対する利息及び賠償すべき損害の有無並びにこれらの残額及び支払期が到来しているも

のの額に関する情報を提供します。 

（利用者からの解除） 

第４条 利用者及び保護者は、当施設に対し、退所の意思表明をすることにより、本約款に基づく入 

所利用を解除・終了することができます。 

（当施設からの解除） 

第５条 当施設は、利用者及び保護者に対し、次に揚げる場合には、本約款に基づく入所利用を解除・

終了することができます。 

① 利用者が要介護認定において自立または要支援と認定された場合 

② 当施設において定期的に実施される入所継続検討会議において、退所して居宅において生

活ができると判断された場合 

③ 利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適当な介護保険施設サービスの提
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供を超えると判断された場合 

④ 利用者及び保護者が、本約款に定める利用料金を２ヶ月分以上滞納し、その支払を督促し

たにもかかわらず１０日間以内に支払われない場合 

⑤ 利用者又は保護者若しくはその親族が、当施設の職員又は他の入所者等に対して、利用継

続が困難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った場合 

⑥ 天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない理由により、当施設を利用させること

ができない場合 

（利用料金） 

第６条 利用者及び保護者は、連帯して、当施設に対し、本約款に基づく介護保険施設サービスの対

価として、別紙５の利用単位ごとの料金をもとに計算された月ごとの合計額及び利用者が個別

に利用したサービスの提供に伴い必要となる額の合計額を支払う義務があります。但し、当施

設は、利用者の経済状態等に変動があった場合、上記利用料金を変更することがあります。 

  ２ 当施設は、利用者及び保護者が指定する送付先に対し、前月料金の合計額の請求書及び明細

書を、毎月１０日に発行し、利用者及び保護者は、連帯して、当施設に対し、当該合計額をそ

の月の翌月９日までに支払うものとします。なお、支払の方法は原則、現金一括の受付窓口支

払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みとします。 

  ３ 当施設は、利用者又は保護者から、１項に定める利用料金の支払を受けたときは、利用者及

び保護者が指定する送付先に対して、領収書を送付します。 

（記録） 

第７条 当施設は、利用者の介護保険施設サービスの提供に関する記録を作成し、その記録を利用終

了後５年間は保管します。 

  ２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧を求めた場合には、原則として、これに応じます。但

し、保護者その他の者（利用者の代理人を含みます。）に対しては、利用者の承諾その他の必

要と認められる場合に限り、これに応じます。 

（身体の拘束等） 

第８条 当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を行いません。但し、自傷他害の恐れがある等

緊急やむを得ない場合は、施設管理者又は施設長が判断し、身体拘束その他利用者の行為を制

限する行為を行うことがあります。この場合には、当施設の医師がその様態及び時間、その際

の利用者の心身の状態、緊急やむを得なかった理由を診療録に記載することとします。 

（秘密の保持） 

第９条 当施設とその職員は、業務上知り得た利用者又は保護者若しくはその家族等に関する秘密を、

正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、次の各号についての情報提供については、利用

者及び保護者の本約款への同意をもって行うこととします。 

① 介護保険サービスの利用のための市町村、居宅介護支援事業者その他の介護保険事業者等

への情報提供、あるいは、適切な在宅療養のための医療機関等への療養情報の提供。 

② 介護保険サービスの質の向上のための学会、研究会等での事例研究発表等。なお、この場

合、利用者個人を特定できないように仮名等を使用することを厳守します。 

  ２ 前項に揚げる事項は、利用終了後も同様の取り扱いとします。 

（緊急時の対応） 

第１０条 当施設は、利用者に対し、施設医師の医学的判断により対診が必要と認める場合、協力医

療機関又は協力歯科医療機関での診療を依頼することがあります。 

  ２ 当施設は、利用者に対し、当施設における介護保険施設サービスでの対応が困難状態、又は、

専門的な医学的対応が必要と判断した場合、他の専門的機関を紹介します。 
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  ３ 前２項のほか、入所利用中に利用者の心身の状態が急変した場合、当施設は、利用者及び保

護者が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

（要望又は苦情等の申出） 

第１１条 利用者及び保護者は、当施設の提供する介護保険施設サービスに対しての要望又は苦情等

について、担当支援相談員に申し出ることができ、又は、備付けの用紙、管理者宛の文書で

所定の場所に設定する「ご意見箱」に投稿して申し出ることができます。 

   ２ 同条第１項について、利用者及び保護者は施設内の窓口のみならず、国民健康保険団体連

合会(宇都宮市本町 3 番 9 号 栃木県本町合同ビル 6 階 ０２８（６２２）７２４２)市町村

介護保険担当課(小山市中央町１－１－１ ℡０２８５－２２－９５４１)に申し出ることが

できます。 

（事故発生における対応） 

第１２条 当施設のサービス提供により事故が発生した場合、直ちに救急処置を行い、利用同意書に

記載されている親族へ速やかに連絡します。 

   ２ 利用者に対しては誠心誠意治療に専念するとともに、利用者及び家族に対しては、誠意を

もって事故の説明をします。 

   ３ 利用者及び家族に対する事故の説明等は原則として、施設の幹部職員が対応し、状況に応

じ、事故を起こした職員が同席して対応します。 

   ４ 当施設は、当該行為によって利用者を死に至らしめ、または死に至らしめる可能性がある

とき、重大若しくは不可逆的損害を与え、または与える可能性があるとき、その他、利用者

から抗議を受けたケースや紛争に発展する可能性があると認められるときは、事故報告書を

利用者の保険者である市町村介護保険担当課に速やかに報告します。 

   ５ その他、事故報告書、事実経過の記録、事故危険防止対策委員会設置、運営等については

別紙３のとおりとします。 

（賠償責任） 

第１３条 介護保険施設サービスの提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、利用者が損害

を被った場合、当施設は、利用者に対して、損害を賠償するものとします。 

   ２ 利用者の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者及び保護者は、

連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するものとします。 

（利用誓約事項） 

第１４条 １．利用者本人の療養にあたっては、貴施設と連絡をとりあい、積極的に協力します。 

     ２．生活に関する個人利用料金の費用については、定められたとおり遅滞なく必ず支払い

ます。 

     ３．退所者が決定した場合は、必ず期日には温かく家庭に迎えいれます。 

     ４．貴施設利用中における偶発的事故（利用者間でのトラブルに起因した事故、突発的な

自殺企図など）に対しては、異議申し立ていたしません。 

     ５．利用者による設備備品などの破損については、その費用をお支払いいたします。 

     ６．利用者の外泊・外出に際しては、積極的に協力するとともに利用者の保護に努めます。 

       また偶発的な事故に対して、異議申し立ていたしません。 

     ７．保証人または連帯保証人がその責を果たせなくなった場合には速やかに連絡し、改め

て保証人または連帯保証人を選定いたします。 

（利用契約に定めない事項） 

第１５条 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるところにより、

利用者又は保護者と当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 
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（附則）本約款は平成 30 年 4 月 1 日より発効する。 

        令和元年 10 月 1 日一部改訂 

        令和 2 年 4 月 1 日一部改訂 

  令和 3 年 4 月 1 日一部改訂 

        令和 4 年 4 月 1 日一部改訂 

        令和 6 年 4 月 1 日一部改訂 

令和 6 年 6 月 1 日一部改訂 
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＜別紙１＞ 

介護保険施設サービスについて 

◇介護保険証関連の確認 

 説明を行うに当たり、ご利用希望者の介護保険被保険証と介護保険負担割合証を確認させていた

だきます。又、介護保険負担限度額認定証をお持ちの場合についても確認をさせていただきます。 

 

◇ケアサービス 

 当施設でのサービスは、どのような介護サービスを提供すれば家庭に帰っていただける状態になる

かという施設サービス計画に基づいて提供されます。この計画は、利用者に関わるあらゆる職種の

職員（医師、介護支援専門員、理学療法士又は作業療法士、看護師、介護職員、管理栄養士等）の

協議によって作成されますが、その際、ご本人・保護者の希望を十分に取り入れ、また、計画の内

容については同意をいただくようになります。 

 医療  ：介護老人保健施設は入院の必要のない程度の要介護者を対象としていますが、医師・看

護職員が常勤していますので、ご利用者の状態に照らして適切な医療・看護を行います。 

 介護  ：施設サービス計画に基づいて実施します。 

 機能訓練：原則として機能訓練室にて行われますが、施設内での全ての活動が機能訓練の為のリハ

ビリテーション効果を期待したいものです。 

 

◇栄養管理 

 心身の状態の維持・改善の基礎となる栄養管理サービスを提供します（栄養ケア・マネジメント）。 

 

◇生活サービス  

当施設入所中も明るく家庭的な雰囲気の下で生活していただけるよう、常に利用者の立場に立って

運営しています。 

 療養室：個室・２床室（２人室）・多床室（４人室）※２床室の利用には、別途料金をいただきます。 

 食事 ： 朝食      ８時３０分～ ９時００分 

      昼食     １２時００分～１２時３０分 

      夕食     １７時３０分～１８時００分 

       

 

※食品衛生管理上の観点（食中毒症の防止・感染症対策）から、食事を目的とした飲食物

の持ち込みはご遠慮願います。 

 

  入浴 ：週に最低２回。ただし、利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合があります。 

  理美容：月１回、理美容サービスを実施します。  

※理美容サービスは別途料金をいただきます。  

 

◇他機関・施設との連携 

 協力医療機関への受診 

   当施設では、病院・診療所や歯科受診に協力をいただいていますので、利用者の状態が急変し

た場合には、速やかな対応をお願いするようにしています。 
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◇他施設の紹介 

   当施設での対応が困難な状態になった場合、又、専門的な対応が必要となった場合には、責任

を持って他の機関を紹介しますので、ご安心ください。 

 

◇緊急時の連絡先 

 緊急の場合には「同意書」にご記入いただいた連絡先に連絡します。 

 

◇介護保険・苦情相談 

 〈相談窓口〉施設１Ｆ事務所  電話 ０２８５－２１－３３２２ 

 〈相談場所〉施設１Ｆ相談室 

 〈受付時間〉年末年始、祝祭日を除く（月）～（土） 

       午前９時～午後５時 

 〈相談受付担当者〉施設支援相談員 

 〈相談・苦情解決責任者〉施設長 朝日 成彦 

※ 施設利用に関するご質問、ご要望、苦情相談、介護保険制度について等、様々なご相談を施

設支援相談員がお受けいたします。 

※ 苦情相談の場合、速やかに解決策を策定し、改善いたします。 

※ 氏名、住所、電話番号等を開示いただければ、原因、改善結果を詳細にご報告いたします。 

※ 国民健康保険団体連合会、市町村介護保険担当課においても相談窓口が設置されております。 

 

小山市役所 

高齢生きがい課 

所在地  小山市中央町１－１－１ 

電話番号 ０２８５－２２－９５４１ 

栃木県国民健康保険 

    団体連合会 

所在地  宇都宮市本町 3 番 9 号栃木県本町合同ビル 6 階  

電話番号 ０２８（６２２）７２４２ 
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＜別紙２＞ 

介護老人保健施設思川ケアステージのご案内 

（令和 6 年 6 月 1 日現在） 

１．施設の概要 

（１）施設の名称等 

・ 施設名       介護老人保健施設思川ケアステージ 

・ 開設年月日     平成７年４月１日 

・ 所在地       栃木県小山市喜沢６６０ 

・ 電話番号      ０２８５－２１－３３２２ 

・ ＦＡＸ番号     ０２８５－２１－３３２１ 

・ 管理者名      朝日 成彦 

・ 介護保健指定番号  介護老人保健施設（0950880047 号） 

（２）介護老人保健施設の目的と基本理念 

    介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その他必要な医療と日常

生活上のお世話などの介護保健施設サービスを提供することで、入所者の能力に応じた日常生

活を営むことができるようにし、１日でも早く家庭での生活に戻ることができるように支援す

ることを目的とした施設です。さらに、家庭復帰の場合には、療養環境の調整など退所時の支

援も行いますので、安心して退所していただけます。 

    この目的に沿って、当施設では、以下のような基本理念を定めていますので、ご理解いただ

いた上でご利用下さい。 

 〔介護老人保健施設思川ケアステージの基本理念〕 

１．利用者の家庭復帰をめざした自立支援施設であること 

２．リハビリテーション施設としての機能を果たすために職員全員がリハスタッフであることを

自覚したケア施設であること 

３．在宅介護（ショートステイ、通所リハビリ）を積極的に支援する施設であること 

４．明るく、家庭的な施設であること 

５．認知症性高齢者を積極的に受け入れ、機能維持に努めるケア施設であること 

６．地域とのつながりをめざした施設であること 

（３）施設の職員体制 

 常 勤 非常勤 夜 勤 

医師 １   

看護職員  １０ １ （１） 

薬剤師   １  

介護職員 ３０ ３ （４） 

支援相談員 ３   

理学療法士 ２   

作業療法士 ２   

管理栄養士 １   

介護支援専門員 （４）   

事務職員 ２   

その他  ２  
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（４）入所定員等   ・定員１００名（うち認知症専門棟５０名） 

  ・療養室  個室６室 ／ ２床室（２人室）９室 ／ 多床室（４人室）１９室 

 

２．サービス内容 

① 施設サービス計画の立案 

② 食事 

③ 入浴（一般浴槽のほか入浴に介助を要する利用者には特別浴槽で対応） 

④ 医学的管理・看護 

⑤ 介護（退所時の支援も行います） 

⑥ 機能訓練（リハビリテーション、リハビリテーションマネジメント、レクリェーション） 

⑦ 相談援助サービス 

⑧ 栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理 

⑨ バイキング食の提供 

⑩ 理美容サービス 

⑪ 行政手続代行 

⑫ その他 

※これらのサービスのなかには、利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくものも

ありますので、具体的にご相談ください。 

 

３．協力医療機関等 

  当施設では、下記の医療機関・歯科医療機関に協力をいただいています。 

  ・協力医療機関 

      名称：小金井中央病院 

      住所：下野市小金井２－４－３ 

  ・協力歯科医療機関 

      名称：おやまゆうえん歯科 

      住所：栃木県小山市喜沢 1475 おやまゆうえんハーベストウォーク２Ｆ 

 

４．施設利用に当たっての留意事項 

  ・面会    月曜日～土曜日の午後２時～午後４時までの週 1 回 10 分間以内 

※施設内感染対策管理により、面会を制限することがあります。 

  ・外泊、外出 あらかじめサービスステーションへお申し出下さい。 

  ・喫煙    健康増進法により、当敷地内での喫煙は出来ません。 

  ・貴重品   持ち込みのご希望がある際は、事務室又は各階サービスステーションまでご相談

下さい。 

 

５．非常災害対策 

  ・防災設備  スプリンクラー、消化器、消火栓、自動火災通報機等有り。 

  ・防災訓練  年２回（総合訓練） 

 

６．禁止事項 

  当施設では、多くの方に安心して療養生活を送っていただくために、利用者の「営利行為、宗教

の勧誘、特定の政治活動」は禁止します。 
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＜別紙３＞ 

事故発生時の対応 

 

１． 初期対応 

（１） サービス提供により事故が発生した際には、医師、看護師、介護職員等の連携の下に救

急措置を行う。 

２． 事故の報告 

（１） 施設内において事故が発生した場合は、次のとおり直ちに上司に報告する。 

第１発見者→看護師→施設長（夜間または不在の場合は当直医） 

報告は、文書（事故報告書）により行うが、緊急を要する場合には、直ちに口頭で報告

し、文書による報告を速やかに行う。 

（２） 施設長は報告を受けた事項について、事故危険防止対策委員会に報告するとともに、事

故の重大性を勘案し、理事長に対し報告する必要があると認めた場合は、その都度理事

長に報告する。 

（３） 行政への報告は、入所利用約款第１２条に規定するとおりとする。 

３． 利用者、家族への対応 

（１） 入所利用約款第１２条に規定するとおりとする。 

４． 事実経過の記録 

（１） 医師、看護師等は、利用者の状況、処置の方法、利用者及び家族への説明内容等を診療

録、看護・介護記録等を詳細に記載する。 

（２） 記録にあたっては、具体的に以下の事項に留意する。 

ア） 初期対応が終了次第、速やかに記載すること。 

イ） 事故の種類、利用者の状況に応じ、できる限り経時的に記載を行うこと。 

ウ） 事実を客観的かつ正確に記載すること。 

５． 事故の評価と事故防止への反映 

（１） 事故が発生した場合、事故危険防止対策委員会において、事故の原因分析など、以下の

事項について評価検討を加え、その後の事故防止対策への反映を図るものとする。 

ア）事故報告に基づく事例の原因分析 

イ）発生した事故について、組織としての責任体制の検証 

ウ）講じてきた事故防止対策の効果 

エ） 同様の事故事例を含めた検討 

オ） その他、事故の防止に関する事項 

 （２）事故の結果的分析を行い、事故の再発防止に資することができるよう、必要に応じてヒ

ヤリハット等を活用し、より詳細な評価分析を行う。 
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○事故危険防止対策に関する委員会の位置づけ 

 

 

  報告・提言 

  必要に応じて報告 

 

  報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事故危険防止対策委員会）毎月１回開催 

委員長：施設長 

委 員：事務長・看護長・看護主任・介護主任 

必要に応じ理学療法士又は作業療法士・支援

相談員（社会福祉士） 

内 容：事故の発生予防 

    事故への対応に関する全般的事項 

    ヒヤリハット報告・事故報告書の評価 

    事故防止対策の具体的内容について検討 

理事長 

施設長 

 

全職員 

事務長 

ヒヤリ・ハット報告、事故報告の受理、保管 

所属長 

ヒヤリ・ハット

体験報告 

委員会決定事項の伝達 

事故防止の啓発 

各所属部署 

事
故
報
告 

保
管
の
指
示 

事故報告 

（直ちに） 

報
告
書
等
会
議
資
料
提
出 
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＜別紙４＞ 

当施設における個人情報の保護に関するお知らせ 

 

当施設は、利用者の皆様への説明と納得に基づくサービス提供と個人情報の保護に積極

的に取り組んでおります。 

 

＜介護・診療情報の提供＞ 

⚫ ご利用者様の心身症状やケアについて質問や不安がおありになる場合は、ご遠慮な

く、直接、医師、看護師または支援相談員へ質問して説明をお受け下さい。 

 

＜個人情報の内容訂正・利用停止＞ 

⚫ 個人情報とは、氏名、住所等の特定の個人を識別できる情報を言います。 

⚫ 当施設が保有する個人情報（介護・診療録等）が事実と異なるとお考えになる場合

は、内容の訂正・利用停止を求めることができます。事務室窓口へお申し出下さい。

調査の上、対応いたします。 

 

＜個人情報の利用目的＞ 

⚫ 個人情報は以下の場合を除き、本来の利用目的の範囲を超えて利用いたしません。 

⚫ サービス提供のために利用する他、施設運営、教育、研修、行政命令の尊守、他の医

療・介護・福祉施設との連携等のために、個人情報を利用することがあります。また、

外部機関による施設評価、学会や出版物等で個人名が特定されないかたちで報告する

ことがあります。 

⚫ 当施設は医療・看護・介護職等の研修施設に指定されており、研修・養成の目的で、

介護・医療専門職等の学生等が、診療、看護、介護などに同席する場合があります。 

⚫ 当施設は行事活動の記録として、活動場面の撮影を行います。撮影後、施設広報活動

の一環として、施設内において掲示を行う事があります。 

 

＜ご希望の確認と変更＞ 

⚫ 利用予定の変更、介護給付・保険証等の確認等、緊急性を認めた内容について、ご利

用者およびご家族に連絡する場合があります。 

⚫ 居室等における氏名の掲示を望まない場合には、事務室までお申し出下さい。ただし、

事故防止・安全確保のためには、氏名の掲示は望ましいものです。 

⚫ 電話あるいは面会者からの、在所確認等の問い合わせへの回答を望まない場合には、

お申し出下さい。 

⚫ 一度出されたご希望をいつでも変更することが可能です。お気軽にお申し出下さい。 

 

＜相談窓口＞ 

⚫ ご質問やご相談は、各フロアの看護師または支援相談員へお問い合わせ下さい。 
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介護老人保健施設入所利用同意書 

 

介護老人保健施設思川ケアステージを入所利用するにあたり、介護老人保健施設入所利用約款及び別

紙紙１、別紙２、別紙３、別紙４、別紙５を受領し、これらの内容に関して、担当者による説明を受

け、これらを十分理解した上で同意します。 

 

令和   年   月   日 

 

〈利用者〉 

住  所  

氏  名              

 

〈保護者〉 

住  所  

氏  名              

介護老人保健施設思川ケアステージ 

管理者  朝日 成彦  殿 

 

【本約款第６条の請求書・明細書及び領収書の送付先】 

氏  名 

 

                  （続柄：     ） 

住  所 

 

 

電話番号 

 

 

 

【本約款第１０条３項の緊急時の連絡先】 

氏  名 

 

（続柄：     ） 

住  所 

 

 

電話番号 

 

 

 

【本約款第１４条７項の連帯保証人】 

 氏  名  （続柄：     ） 

 住  所  

 電話番号  

 



＜別紙５＞

介護老人保健施設入所　利用料

＜料金Ⅰ＞ 金額単位：円

多床室
従来型
個室

多床室
従来型
個室

７９３ ７１７ ７７７ ７０３

８４３ ７６３ ８２６ ７４８

９０８ ８２８ ８８９ ８１２

９６１ ８８３ ９４１ ８６５

１，０１２ ９３２ ９９１ ９１３

０ ４９０ ０ ４９０

３７０ ４９０ ３７０ ４９０

３７０ １，３１０ ３７０ １，３１０

３７０ １，３１０ ３７０ １，３１０

５８５ １，７８０ ５８５ １，７８０ 水道・光熱・施設管理費相当料金

シャンプー・石鹸・歯磨き粉等を利用された場合

雑誌・各種行事・趣味活動等を利用又は参加された場合

一般棟（1Ｆ）２床室利用の方

インフルエンザ予防接種等

各種行事個人材料代

ご家族様で洗濯が行えない場合

浴衣等

*外泊された期間も居住費は算定対象となります。

支払い方法

区　　　　分

基本型 その他型

備　　　考

基本利用料

要介護度　１

当施設の施設体系と
介護度に応じてご負担頂きます

２

３

４

５

食　　費

第１段階 ３００

国が定める段階に応じて
ご負担頂きます

第２段階 ３９０

第３段階① ６５０

第３段階② １，３６０

上記以外 １，７３０

居住費

第１段階

水道・光熱・施設管理費相当
国が定める段階に応じて
ご負担頂きます

第２段階

第３段階①

第３段階②

上記以外

日用品費 １５８

教養娯楽費 １０５

室料（２人室） ５００

理美容代
散発のみ ２，０００

ご希望の方はお申し出下さい
散発＋ひげそり ２，５００

健康管理費 実費相当

行事費 実費相当

業者委託洗濯料 １８２

エンゼルケアセット ５，０００

・毎月１０日に請求書を発行しますので、発行月の翌月９日までにお支払い下さい。お支払い頂きますと領収書が発行さ
れます。

・お支払の方法は、原則、現金一括の受付窓口支払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みでお願い
致します。

・小山市は、地域区分７級地となっているため、基本利用料と各加算料金の合計（食費、居住費、日用品費、教養娯楽
費、室料は除く）に１．０１４を乗じさせてただきます。

・介護保険負担割合証が２割又は３割となっている方は、基本利用料と各加算料金の合計（食費、居住費、日用品費、教
養娯楽費、室料は除く）に２若しくは３を乗じさせてただきます。



介護老人保健施設入所　利用料

＜料金Ⅱ＞ 金額単位：円

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

加算区分 金額 備　　　考

初期加算
Ⅰ ６０ 一般病棟入院後３０日以内に入所した場合、30日以内

Ⅱ ３０ 入所日から３０日以内

２４

栄養マネジメント強化加算 １１／日 国の定める体制且つ厚生労働省へデータ提出する場合

栄養ケア・マネジメント実施していない場合 －１４／日 栄養ケア・マネジメントを実施してない体制の場合

療養食加算 ６／食 医師の指示に基づく療養食摂取されている方

認知症ケア加算 ７６ 認知症専門棟（2Ｆ）利用の方

当施設の夜勤体制によって加算

サービス提供
体制強化加算

Ⅰ ２２

当施設の体制によっていずれかを加算Ⅱ １８

Ⅲ ６

夜勤体制加算

所定単位×７５／１，０００

当施設の体制によって加算
Ⅱ 所定単位×７１／１，０００

Ⅲ 所定単位×５４／１，０００

Ⅳ

２５８ 入所日から3カ月間の間に集中的なリハビリを行った場合（厚生労働省へデータ提出あり）

２００ 入所日から3カ月間の間に集中的なリハビリを行った場合（厚生労働省へデータ提出なし）

介護職員等
処遇改善加算

Ⅰ

認知症短期集中リハビリテーション加算
２４０ 認知症の方にリハビリテーションを行った場合（訪問あり）

１２０ 認知症の方にリハビリテーションを行った場合（訪問なし）

所定単位×４４／１，０００

Ⅴ（2） 所定単位×６５／１，０００ 当施設の体制によって加算（R6年6月1日～R７年3月31日迄）

短期集中リハビリテーション実施加算

リハビリテーションマネジメント
計画書情報加算

５３／月 機能訓練、口腔、栄養の情報を共有し、厚生労働省へ提出した情報を活用している場合

３３／月 リハビリテーション計画書の内容等を厚生労働省へ提出している場合

再入所時栄養連携加算 ２００ 再入所時に管理栄養士間で連携した場合（1回のみ）

退所時栄養情報連携加算 ７０／回 管理栄養士が退所先の医療機関等に対し栄養管理に関する情報提供をした場合

外泊時費用
３６２ 外泊初日と最終日以外の中日に算定します

８００ 試行的退所を目的とした外泊で介護サービスを受けた場合

所定疾患
施設療養費

Ⅰ ２３９ 肺炎・尿路感染・帯状疱疹・蜂窩織炎・慢性心不全の増悪ついての医療行為

Ⅱ ４８０ Ⅰの要件他、医師が感染予防研修を受講している場合等

緊急時治療管理 ５１８ 緊急救命の為の医療行為　

新興感染症等施設療養費 ２４０ １月に１回、連続する５日を限度

ターミナルケア加算

１，９００ 医師の説明と計画への同意当日に死亡

９１０ 2～3日以内

１６０ 4日～30日以内の場合

７２ 31日～45日以内の場合

入所前後
訪問指導
加算

Ⅰ ４５０／回 入所前後に居宅訪問し施設サービス計画や診療方針を決定した場合

Ⅱ ４８０／回 上記Ⅰの他、生活機能の具体的な改善目標を定め、退所後の生活に
係る支援計画を策定した場合

退所時等
支援等
加算

試行的退所時指導加算 ４００／回 試行的な退所時の療養上の指導を行った場合

退所時情報提供加算
５００／回 担当医への診療情報提供（居宅へ退所した場合）

２５０／回 担当医への診療情報提供（医療機関へ退所した場合）

入退所前連携加算
６００／回 入所前後に退所後のサービス利用方針を居宅介護支援事業者と連携し定めた時

４００／回 退所時に診療情報を介護支援事業者へ提供・調整をした場合

訪問看護指示加算 ３００／回 訪問看護指示書の交付



介護老人保健施設入所　利用料

＜料金Ⅲ＞ 金額単位：円

Ⅰ イ

Ⅰ ロ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ R6年度迄

Ⅰ R7年度～

Ⅱ R7年度～

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

かかりつけ医
連携薬剤調整

加算

１４０ 入所前の主治医と連携し服⽤薬剤の総合的な評価を行った場合

７０ 入所後に服用薬剤の総合的な評価を行った場合

２４０ Ⅰイ又はⅠロを算定し、服薬状況データを厚生労働省へ提出している場合

１００ Ⅱを算定し、減薬に至った場合

協力医療機関
連携加算

１００ 法令に定める基準により協力医療機関との連携を行っている場合

５０ 法令に定める基準により協力医療機関との連携を行っている場合

５ Ⅰ以外の場合

経口移行加算 ２８ 経口移行計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士及び言語聴覚士又は看護職員が支援
した場合

経口維持
加算

Ⅰ ４００／月 多職種で食事観察及び会議を実施し経口維持計画を立案して管理栄養した場合

Ⅱ １００／月 上記Ⅰの条件に加え（歯科）医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が参加した場合

口腔衛生
管理加算

Ⅰ ９０／月 歯科衛生士が利用者ごと口腔衛生管理を行った場合

Ⅱ １１０／月 Ⅰに加え厚生労働省へデータを提出している場合

若年性認知症利用者受入加算 １２０ 若年性認知症の方毎に個別担当を定めた場合

認知症専門
ケア加算

Ⅰ ３
当施設の体制によっていずれかを加算

Ⅱ ４

認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００ 認知症の方の緊急入所を受け入れた場合（７日限度）

在宅復帰・在宅療
養支援機能加算

Ⅰ ５１ 当施設の在宅復帰状況やベッド回転率等によって
加算Ⅱ ５１

褥瘡
マネジメント
加算

Ⅰ ３／月 褥瘡リスク評価及び多職種共同で計画策定し、厚生労働省へデータ提出した場合

Ⅱ １３／月 Ⅰに加え褥瘡発生リスク者に発生がない場合

排せつ支援
加算

Ⅰ １０／月 排せつ支援計画作成及び評価を行い、厚生労働省へデータ提出している場合

Ⅱ １５／月 Ⅰに加え状態悪化がない又はおむつ使用なしとなった場合

Ⅲ ２０／月 Ⅰに加え状態悪化がなく且つおむつ使用なしとなった場合

身体拘束廃止未実施減算 所定単位×９０／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

自立支援推進加算 ３００／月 医師による医学的評価及び多職種共同での支援計画を立案した場合

科学的介護
推進体制加算

Ⅰ ４０ 利用者ごとの心身の状況等の情報を厚生労働省に提出している場合

Ⅱ ６０ Ⅰに加え医療情報の提出をしている場合

認知症チームケア
推進加算

Ⅰ １５０ 法令に定める基準の体制を整え、計画に基づくチームケアを実施

Ⅱ １２０ 法令に定める基準の体制を整えている場合

安全対策体制加算 ２０ 法令に定める体制を整備している場合（入所中1回）

安全管理体制未実施減算 －５／日 法令に定める体制を満たさない場合

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位－１／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

業務継続計画未策定減算 所定単位－３／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

高齢者施設等感染対策向上加算
１０／月 法令に定める基準の体制を整えている場合

５／月 感染制御等に係る実地指導を受けている場合

生産性向上推進体制加算
１００／月 Ⅱの要件を満たし、Ⅱのデータにより業務改善の取組による成果が確認されている場合

１０／月 委員会開催、見守り機器導入、データ提供を行っている場合
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介護老人保健施設思川ケアステージ（介護予防）短期入所療養介護利用約款 

 

（約款の目的） 

第１条 介護老人保健施設思川ケアステージ（以下「当施設」という。）は、要支援１要支援２又は要

介護状態と認定された利用者（以下単に「利用者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に

従って、利用者が可能な限り自宅で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるように、一定の期間、（介護予防）短期入所療養介護を提供し、一方、利用者又は利用者

を保護する者（以下「保護者」という。）は、当施設に対し、そのサービスに対する料金を支

払うことについて取り決めることを、本約款の目的とします。 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者が介護老人保健施設（介護予防）短期入所療養介護利用同意書を当施設に

提出したときから効力を有します。但し、保護者に変更があった場合は、新たに同意を得るこ

ととします。 

  ２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款、別紙１別紙２別紙３別紙４別紙５別紙６の改定

が行われない限り、初回利用時の同意書提出をもって、繰り返し当施設を利用することができ

るものとします。 

（保護者） 

第３条 利用者は、次の各号の要件を満たす保護者を立てます。但し、利用者が保護者を立てること

ができない相当の理由がある場合を除きます。 

①行為能力者（民法第２０条第１項に定める行為能力者をいいます。以下同じ。）であること。 

②弁済をする資力を有すること。 

２ 保護者は、利用者が本約款上当施設に対して負担する一切の債務を極度額、金参百萬円の範

囲内で、利用者と連帯して支払う責任を負います。 

３ 保護者は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。 

①利用者が疾病等により医療機関に受診する場合、受診手続が円滑となるよう協力すること。 

②短期入所利用が解除若しくは終了した場合の残置物の引取り等の処置、又は利用者が死亡した

場合の遺体の引取をすること。 

４ 保護者が第１項各号の要件を満たさない場合、又は当施設、当施設の職員若しくは他の入所

者等に対して、窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他の背信行為又は反社会的行為を行った場合、

当施設は、利用者及び保護者に対し、相当期間内にその保護者に代わる新たな保護者を立てる

ことを求めることができます。但し、第１項但書の場合はこの限りではありません。 

５ 保護者の請求があったときは、当施設は保護者に対し、当施設に対する利用料金の未払い、

これに対する利息及び賠償すべき損害の有無並びにこれらの残額及び支払期が到来しているも

のの額に関する情報を提供します。 

（利用者からの解除） 

第４条 利用者及び保護者は、当施設に対し、利用中止の意思表明をすることにより、利用者の居宅 

介護サービス計画にかかわらず、本約款に基づく（介護予防）短期入所療養介護の利用を解除・

終了することができます。なお、この場合、利用者及び保護者は、速やかに当施設及び利用者

の居宅サービス計画作成者に連絡するもととします。 

（当施設からの解除） 

第５条 当施設は、利用者及び保護者に対し、次に揚げる場合には、本約款に基づく（介護予防）短

期入所療養介護利用を解除・終了することができます。 

① 利用者が要介護認定において自立と認定された場合 
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② 利用者の居宅介護サービス計画が作成されている場合には、その計画で定められた当該利

用日数を満了した場合 

③ 利用者及び保護者が、本約款に定める利用料金を２ヶ月分以上滞納し、その支払を督促し

たにもかかわらず１０日間以内に支払われない場合 

④ 利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適当な（介護予防）短期入所療養

介護の提供を超えると判断された場合 

⑤ 利用者又は保護者若しくはその親族が、当施設の職員又は他の利用者に対して、利用継続

が困難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った場合 

⑥ 天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない理由により、当施設を利用させること

ができない場合 

（利用料金） 

第６条 利用者及び保護者は、連帯して、当施設に対し、本約款に基づく（介護予防）短期入所療養

介護の対価として、別紙５及び別紙６の利用単位ごとの料金をもとに計算された月ごとの合計

額及び利用者が個別に利用したサービスの提供に伴い必要となる額の合計額を支払う義務が

あります。但し、当施設は、利用者の経済状態等に変動があった場合、上記利用料金を変更す

ることがあります。 

  ２ 当施設は、利用者及び保護者が指定する送付先に対し、前月料金の合計額の請求書及び明細

書を、毎月１０日以後に送付し、利用者及び保護者は、連帯して、当施設に対し、当該合計額

をその翌月の９日までに支払うものとします。なお、支払の方法は原則、現金一括の受付窓口

支払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みとします。 

  ３ 当施設は、利用者又は保護者から、１項に定める利用料金の支払を受けたときは、利用者及

び保護者が指定する送付先に対して、領収書を送付します。 

（記録） 

第７条 当施設は、利用者の（介護予防）短期入所療養介護の提供に関する記録を作成し、その記録

を利用終了後５年間は保管します。 

  ２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧を求めた場合には、原則として、これに応じます。但

し、保護者その他の者（利用者の代理人を含みます。）に対しては、利用者の承諾その他の必

要と認められる場合に限り、これに応じます。 

（身体の拘束等） 

第８条 当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を行いません。但し、自傷他害の恐れがある等

緊急やむを得ない場合は、施設管理者又は施設長が判断し、身体拘束その他利用者の行為を制

限する行為を行うことがあります。この場合には、当施設の医師がその様態及び時間、その際

の利用者の心身の状態、緊急やむを得なかった理由を診療録に記載することとします。 

（秘密の保持） 

第９条 当施設とその職員は、業務上知り得た利用者又は保護者若しくはその家族等に関する秘密を、

正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、次の各号についての情報提供については、当施

設は、利用者及び保護者の本約款への同意をもって行うこととします。 

① 介護保険サービスの利用のための市町村、居宅介護支援事業者その他の介護保険事業者等

への情報提供、あるいは、適切な在宅療養のための医療機関等への療養情報の提供。 

② 介護保険サービスの質の向上のための学会、研究会等での事例研究発表等。なお、この場

合、利用者個人を特定できないように仮名等を使用することを厳守します。 

  ２ 前項に揚げる事項は、利用終了後も同様の取り扱いとします。 
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（緊急時の対応） 

第１０条 当施設は、利用者に対し、施設医師の医学的判断により対診が必要と認める場合、利用者

の主治医である医療機関若しくは協力医療機関又は協力歯科医療機関での診療を依頼するこ

とがあります。 

  ２ 当施設は、利用者に対し、当施設における（介護予防）短期入所療養介護での対応が困難な

状態、又は、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、他の専門的機関を紹介します。 

  ３ 前２項のほか、（介護予防）短期入所療養介護利用中に利用者の心身の状態が急変した場合、

当施設は、利用者及び保護者が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

（要望又は苦情等の申出） 

第１１条 利用者及び保護者は、当施設の提供する（介護予防）短期入所療養介護に対しての要望又

は苦情等について、担当支援相談員に申し出ることができ、又は、備付けの用紙、管理者宛

の文書で所定の場所に設定する「ご意見箱」に投稿して申し出ることができます。 

   ２ 同条第１項について、利用者及び保護者は施設内の窓口のみならず、国民健康保険団体連

合会(宇都宮市本町 3 番 9 号 栃木県本町合同ビル 6 階 ０２８（６２２）７２４２)市町村

介護保険担当課(小山市中央町１－１－１ ℡０２８５－２２－９５４１)に申し出ることが

できます。 

 

（事故発生における対応） 

第１２条 当施設のサービス提供により事故が発生した場合、直ちに救急処置を行い、利用同意書に

記載されている親族へ速やかに連絡します。 

   ２ 利用者に対しては誠心誠意治療に専念するとともに、利用者及び家族に対しては、誠意を

もって事故の説明をします。 

   ３ 利用者及び家族に対する事故の説明等は原則として、施設の幹部職員が対応し、状況に応

じ、事故を起こした職員が同席して対応します。 

   ４ 当施設は、当該行為によって利用者を死に至らしめ、または死に至らしめる可能性がある

とき、重大若しくは不可逆的損害を与え、または与える可能性があるとき、その他、利用者

から抗議を受けたケースや紛争に発展する可能性があると認められるときは、事故報告書を

利用者の保険者である市町村介護保険担当課に速やかに報告します。 

   ５ その他、事故報告書、事実経過の記録、事故危険防止対策委員会設置、運営等については

別紙３のとおりとします。 

（賠償責任） 

第１３条 （介護予防）短期入所療養介護の提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、利用

者が損害を被った場合、当施設は、利用者に対して、損害を賠償するものとします。 

   ２ 利用者の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者及び保護者は、

連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するものとします。 

（利用誓約事項） 

第１４条 １．利用者本人の療養にあたっては、貴施設と連絡をとりあい、積極的に協力します。 

     ２．生活に関する個人利用料金の費用については、定められたとおり遅滞なく必ず支払い

ます。 

     ３．貴施設入所中における偶発的事故（利用者間でのトラブルに起因した事故、突発的な

自殺企図など）に対しては、異議申し立ていたしません。 

     ４．利用者による設備備品などの破損については、その費用をお支払いいたします。 

     ５．保証人または連帯保証人がその責を果たせなくなった場合には速やかに連絡し、改め
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て保証人または連帯保証人を選定いたします。 

（利用契約に定めない事項） 

第１５条 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるところにより、 

利用者又は保護者と当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 

 

（附則）本約款は平成 30 年 4 月 1 日発効よりする。 

令和元年 10 月 1 日一部改訂 

令和 2 年 4 月 1 日一部改訂 

令和 3 年 4 月 1 日一部改訂 

令和 4 年 4 月 1 日一部改訂 

令和 6 年 4 月１日一部改訂 

令和 6 年 6 月１日一部改訂 
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＜別紙１＞ 

（介護予防）短期入所療養介護サービスについて 

◇介護保険証関連の確認 

 説明を行うに当たり、ご利用希望者の介護保険被保険証と介護保険負担割合証を確認させていた

だきます。又、介護保険負担限度額認定証をお持ちの場合についても確認をさせていただきます。 

 

◇（介護予防）短期入所療養介護サービス 

当施設での（介護予防）短期入所療養介護は、介護者の冠婚葬祭、介護休暇、高齢者の介護予防等

を主な目的として、ご利用者の主治医の指示による医学的管理のもと、施設医師、スタッフ（介護

支援専門員、理学療法士又は作業療法士、看護師、介護職員、管理栄養士等）が連携し、居宅サー

ビス計画を柱として、施設サービス計画に基づいてご利用者に提供されるものです。この計画は、

ご本人・保護者の希望を十分に取り入れ、また計画の内容については同意をいただくようになりま

す。 

 医療  ：介護老人保健施設は入院の必要のない程度の社会的支援を要する高齢者（要支援１・２）

や要介護者を対象としていますが、医師・看護職員が常勤していますので、ご利用者の

状態に照らして適切な医療・看護を行います。 

 介護  ：ご利用者の主治医の指示のもと、居宅サービス計画を柱として、施設サービス計画に基 

      づいて実施します。 

 機能訓練：原則として機能訓練室にて行いますが、施設内でのすべての活動が機能訓練のためのリ

ハビリテーション効果を期待したいものです。 

 

◇生活サービス  

当施設入所中も明るく家庭的な雰囲気のもとで生活していただけるよう、常に利用者の立場に立っ

て運営しています。 

  療養室：個室・２床室（２人室）・多床室（４人室） 

※２床室の利用には、別途料金をいただきます。 

食事 ：朝食      ８時３０分～ ９時００分 

      昼食     １２時００分～１２時３０分 

      夕食     １７時３０分～１８時００分 

         

※食品衛生管理上の観点（食中毒症の防止・感染症対策）から、食事を目的とした飲食物

の持ち込みはご遠慮願います。 

 

  入浴 ：週に最低２回。ただし、利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合があります。 

 

◇医療機関との連携 

 短期入所療養介護をご利用中に、ご利用者の状態が急変した場合は、速やかに扶養者へ連絡し、当 

 施設の医師の診察・判断によりご利用者の主治医である医療機関への受診を勧めることがあります。 

 

◇緊急時の連絡先 

 緊急の場合には「同意書」にご記入いただいた連絡先に連絡します。 
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◇介護保険・苦情相談 

 〈相談窓口〉施設１Ｆ事務所  電話 ０２８５－２１－３３２２ 

 〈相談場所〉施設１Ｆ相談室 

 〈受付時間〉年末年始、祝祭日を除く（月）～（土） 

       午前９時～午後５時 

 〈相談受付担当者〉施設支援相談員 

 〈相談・苦情解決責任者〉施設長 朝日 成彦 

※ 施設利用に関するご質問、ご要望、苦情相談、介護保険制度について等、様々なご相談を施

設支援相談員がお受けいたします。 

※ 苦情相談の場合、速やかに解決策を策定し、改善いたします。 

※ 氏名、住所、電話番号等を開示いただければ、原因、改善結果を詳細にご報告いたします。 

※ 国民健康保険団体連合会、市町村介護保険担当課においても相談窓口が設置されております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

小山市役所 

高齢生きがい課 

所在地  小山市中央町１－１－１ 

電話番号 ０２８５－２２－９５４１ 

栃木県国民健康保険 

    団体連合会 

所在地  宇都宮市本町 3 番 9 号栃木県本町合同ビル 6 階  

電話番号 ０２８（６２２）７２４２ 
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＜別紙２＞ 

介護老人保健施設思川ケアステージのご案内 

（令和 6 年 6 月 1 日現在） 

１．施設の概要 

（１）施設の名称等 

・ 施設名       介護老人保健施設思川ケアステージ 

・ 開設年月日     平成７年４月１日 

・ 所在地       栃木県小山市喜沢６６０ 

・ 電話番号      ０２８５－２１－３３２２ 

・ ＦＡＸ番号     ０２８５－２１－３３２１ 

・ 管理者名      朝日 成彦 

・ 介護保健指定番号  介護老人保健施設（0950880047 号） 

（２）介護老人保健施設の目的と基本理念 

    介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その他必要な医療と日常

生活上のお世話などの介護保健施設サービスを提供することで、入所者の能力に応じた日常生

活を営むことができるようにし、１日でも早く家庭での生活に戻ることができるように支援す

ることを目的とした施設です。さらに、家庭復帰の場合には、療養環境の調整など退所時の支

援も行いますので、安心して退所していただけます。 

    この目的に沿って、当施設では、以下のような基本理念を定めていますので、ご理解いただ

いた上でご利用下さい。 

 〔介護老人保健施設思川ケアステージの基本理念〕 

１．利用者の家庭復帰をめざした自立支援施設であること 

２．リハビリテーション施設としての機能を果たすために職員全員がリハスタッフであることを

自覚したケア施設であること 

３．在宅介護（ショートステイ、通所リハビリ）を積極的に支援する施設であること 

４．明るく、家庭的な施設であること 

５．認知症性高齢者を積極的に受け入れ、機能維持に努めるケア施設であること 

６．地域とのつながりをめざした施設であること 

（３）施設の職員体制 

 常 勤 非常勤 夜 勤 

医師 １   

看護職員  １０ １ （１） 

薬剤師   １  

介護職員 ３０ ３ （４） 

支援相談員 ３   

理学療法士 ２   

作業療法士 ２   

管理栄養士 １   

介護支援専門員 （４）   

事務職員 ２   

その他  ２  
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（４）入所定員等   ・定員１００名（うち認知症専門棟５０名） 

  ・療養室  個室６室 ／ ２床室（２人部屋）９室 ／ 多床室（４人部屋）１９室 

 

２．サービス内容 

① 施設サービス計画の立案 

② 食事 

③ 入浴（一般浴槽のほか入浴に介助を要する利用者には特別浴槽で対応） 

④ 医学的管理・看護 

⑤ 介護（退所時の支援も行います） 

⑥ 機能訓練（リハビリテーション、リハビリテーションマネジメント、レクリエーション） 

⑦ 相談援助サービス 

⑧ 栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理 

⑨ バイキング食の提供 

⑩ 理美容サービス 

⑪ 行政手続代行 

⑫ その他 

※これらのサービスのなかには、利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくものも

ありますので、具体的にご相談ください。 

 

３．協力医療機関等 

  当施設では、下記の医療機関・歯科医療機関に協力をいただいています。 

  ・協力医療機関 

      名称：小金井中央病院 

      住所：下野市小金井２－４－３ 

  ・協力歯科医療機関 

      名称：おやまゆうえん歯科 

      住所：栃木県小山市喜沢 1475 おやまゆうえんハーベストウォーク２Ｆ 

 

４．施設利用に当たっての留意事項 

  ・面会    月曜日～土曜日の午後２時～午後４時までの週 1 回 10 分間以内 

※施設内感染対策管理により、面会を制限することがあります。 

  ・外泊、外出 あらかじめサービスステーションへお申し出下さい。 

  ・喫煙    健康増進法により、当敷地内での喫煙は出来ません。 

  ・貴重品   持ち込みのご希望がある際は、事務室又は各階サービスステーションまでご相談

下さい。 

 

５．非常災害対策 

  ・防災設備  スプリンクラー、消化器、消火栓、自動火災通報機等有り。 

  ・防災訓練  年２回（総合訓練） 

 

６．禁止事項 

  当施設では、多くの方に安心して療養生活を送っていただくために、利用者の「営利行為、宗教

の勧誘、特定の政治活動」は禁止します。 
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＜別紙３＞ 

事故発生時の対応 

 

１． 初期対応 

（１） サービス提供により事故が発生した際には、医師、看護師、介護職員等の連携の下に救

急措置を行う。 

２． 事故の報告 

（１） 施設内において事故が発生した場合は、次のとおり直ちに上司に報告する。 

第１発見者→看護師→施設長（夜間または不在の場合は当直医） 

報告は、文書（事故報告書）により行うが、緊急を要する場合には、直ちに口頭で報告

し、文書による報告を速やかに行う。 

（２） 施設長は報告を受けた事項について、事故危険防止対策委員会に報告するとともに、事

故の重大性を勘案し、理事長に対し報告する必要があると認めた場合は、その都度理事

長に報告する。 

（３） 行政への報告は、（介護予防）短期入所利用約款第１２条に規定するとおりとする。 

３． 利用者、家族への対応 

（１） （介護予防）短期入所利用約款第１２条に規定するとおりとする。 

４． 事実経過の記録 

（１） 医師、看護師等は、利用者の状況、処置の方法、利用者及び家族への説明内容等を診療

録、看護・介護記録等を詳細に記載する。 

（２） 記録にあたっては、具体的に以下の事項に留意する。 

ア） 初期対応が終了次第、速やかに記載すること。 

イ） 事故の種類、利用者の状況に応じ、できる限り経時的に記載を行うこと。 

ウ） 事実を客観的かつ正確に記載すること。 

５． 事故の評価と事故防止への反映 

（１） 事故が発生した場合、事故危険防止対策委員会において、事故の原因分析など、以下の

事項について評価検討を加え、その後の事故防止対策への反映を図るものとする。 

ア）事故報告に基づく事例の原因分析 

イ）発生した事故について、組織としての責任体制の検証 

ウ）講じてきた事故防止対策の効果 

エ） 同様の事故事例を含めた検討 

オ） その他、事故の防止に関する事項 

 （２）事故の結果的分析を行い、事故の再発防止に資することができるよう、必要に応じてヒ

ヤリ・ハット等を活用し、より詳細な評価分析を行う。 
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○事故防止対策に関する委員会の位置づけ 

 

 

  報告・提言 

  必要に応じて報告 

 

  報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事故危険防止対策委員会）毎月１回開催 

委員長：施設長 

委 員：事務長・看護長・看護主任・介護主任 

必要に応じ理学療法士又は作業療法士・支援

相談員（社会福祉士） 

内 容：事故の発生予防 

    事故への対応に関する全般的事項 

    ヒヤリ・ハット報告・事故報告書の評価 

    事故防止対策の具体的内容について検討 

理事長 

施設長 

 

全職員 

事務長 

ヒヤリ・ハット報告、事故報告の受理、保管 

所属長 

ヒヤリ・ハット

体験報告 

委員会決定事項の伝達 

事故防止の啓発 

各所属部署 

事
故
報
告 

保
管
の
指
示 

事故報告 

（直ちに） 

報
告
書
等
会
議
資
料
提
出 
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＜別紙４＞ 

当施設における個人情報の保護に関するお知らせ 

 

当施設は、利用者の皆様への説明と納得に基づくサービス提供と個人情報の保護に積極

的に取り組んでおります。 

 

＜介護・診療情報の提供＞ 

⚫ ご利用者様の心身症状やケアについて質問や不安がおありになる場合は、ご遠慮な

く、直接、医師、看護師または支援相談員へ質問して説明をお受け下さい。 

 

＜個人情報の内容訂正・利用停止＞ 

⚫ 個人情報とは、氏名、住所等の特定の個人を識別できる情報を言います。 

⚫ 当施設が保有する個人情報（介護・診療録等）が事実と異なるとお考えになる場合

は、内容の訂正・利用停止を求めることができます。事務室窓口へお申し出下さい。

調査の上、対応いたします。 

 

＜個人情報の利用目的＞ 

⚫ 個人情報は以下の場合を除き、本来の利用目的の範囲を超えて利用いたしません。 

⚫ サービス提供のために利用する他、施設運営、教育、研修、行政命令の尊守、他の医

療・介護・福祉施設との連携等のために、個人情報を利用することがあります。また、

外部機関による施設評価、学会や出版物等で個人名が特定されないかたちで報告する

ことがあります。 

⚫ 当施設は医療・看護・介護職等の研修施設に指定されており、研修・養成の目的で、

介護・医療専門職等の学生等が、診療、看護、介護などに同席する場合があります。 

⚫ 当施設は行事活動の記録として、活動場面の撮影を行います。撮影後、施設広報活動

の一環として、施設内において掲示を行う事があります。 

 

＜ご希望の確認と変更＞ 

⚫ 利用予定の変更、介護給付・保険証等の確認等、緊急性を認めた内容について、ご利

用者およびご家族に連絡する場合があります。 

⚫ 居室等における氏名の掲示を望まない場合には、事務室までお申し出下さい。ただし、

事故防止・安全確保のためには、氏名の掲示は望ましいものです。 

⚫ 電話あるいは面会者からの、在所確認等の問い合わせへの回答を望まない場合には、

お申し出下さい。 

⚫ 一度出されたご希望をいつでも変更することが可能です。お気軽にお申し出下さい。 

 

＜相談窓口＞ 

⚫ ご質問やご相談は、各フロアの看護師または支援相談員へお問い合わせ下さい。 
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介護老人保健施設（介護予防）短期入所療養介護同意書 

 

介護老人保健施設思川ケアステージ（介護予防）短期入所療養介護を利用するにあたり、介護老人保

健施設短期入所療養介護利用約款及び別紙紙１、別紙２、別紙３、別紙４、別紙５、別紙６を受領し、

これらの内容に関して、担当者による説明を受け、これらを十分理解した上で同意します。 

 

令和   年   月   日 

 

〈利用者〉 

住  所  

氏  名               

 

〈保護者〉 

住  所  

氏  名               

介護老人保健施設思川ケアステージ 

管理者  朝日 成彦  殿 

 

【本約款第６条の請求書・明細書及び領収書の送付先】 

氏  名 

 

                  （続柄：     ） 

住  所 

 

 

電話番号 

 

 

 

【本約款第１０条３項の緊急時の連絡先】 

氏  名 

 

（続柄：     ） 

住  所 

 

 

電話番号 

 

 

 

【本約款第１４条５項の連帯保証人】 

 氏  名  （続柄：     ） 

 住  所  

 電話番号  

 



＜別紙５＞

短期入所療養介護　利用料

＜料金Ⅰ＞ 金額単位：円

多床室 従来型 個室 多床室 従来型 個室

要介護度　１ ８３０ ７５３ ８１３ ７３８

２ ８８０ ８０１ ８６３ ７８４

３ ９４４ ８６４ ９２５ ８４８

４ ９９７ ９１８ ９７７ ９０１

５ １，０５２ ９７１ １，０３１ ９５３

第１段階　　

第２段階

第３段階①

第３段階②

上記以外　　朝　　食

　　　　　　　　昼　　食

　　　　　　　　夕　　食

第１段階 ０ ４９０

第２段階 ３７０ ４９０

第３段階① ３７０ １，３１０

第３段階② ３７０ １，３１０

上記以外 ５８５ １，７８０ 水道・光熱・施設管理費相当料金

シャンプー・石鹸・歯磨き粉等を利用された場合

雑誌・各種行事・趣味活動等を利用又は参加された場合

一般棟（1Ｆ）２床室利用の方

散発のみ

散発＋ひげそり

各種行事個人材料代

支払い方法

区　　　　分
基本型 その他型

備　　　考

基本利用料
当施設の施設体系と
介護度に応じてご負担頂きます

特定介護老人保健施設
短期入所療養介護費

３～４時間 ６６４

日帰り利用の方　４～６時間 ９２７

６～8時間 １，２９６

食　　費

３００

国が定める段階に応じて
ご負担いただきます（日額）

６００

１，０００

１，３００

４７０

１食あたり５８０

６８０

滞在費 同左

水道・光熱・施設管理費相当
国が定める段階に応じて
ご負担いただきます

日用品費 １５８

教養娯楽費 １０５

室料（２人室） ５００

理美容代
２，０００

ご希望の方はお申し出下さい
２，５００

行事費 実費相当

・毎月１０日に請求書を発行しますので、発行月の翌月９日までにお支払い下さい。お支払い頂きますと領収書が発行さ
れます。

・お支払の方法は、原則、現金一括の受付窓口支払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みでお願い
致します。

・小山市は、地域区分７級地となっているため、基本利用料（特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を含む）と各
加算料金の合計（食費、滞在費、日用品費、教養娯楽費、室料は除く）に１．０１７を乗じさせてただきます。

・介護保険負担割合証が２割又は３割となっている方は、基本利用料（特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を
含む）と各加算料金の合計（食費、滞在費、日用品費、教養娯楽費、室料は除く）に２若しくは３を乗じさせてただきます。



短期入所療養介護　利用料

＜料金Ⅱ＞ 金額単位：円

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ（2）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

加算区分 金額 備　　　考

夜勤体制加算 ２４ 当施設の夜勤体制によって加算

個別リハビリ計画を立案・実施した場合

認知症ケア加算 ７６ 認知症専門棟（2Ｆ）利用の方

療養食加算 ８／食 医師の指示に基づく療養食摂取されている方

サービス提供
体制強化加算

２２

当施設の体制によっていずれかを加算１８

６

送迎加算 １８４ 片道あたり

個別リハビリテーション実施加算 ２４０

介護職員等
処遇改善加算

所定単位×７５／１，０００

当施設の体制によって加算
所定単位×７１／１，０００

所定単位×５４／１，０００

所定単位×４４／１，０００

所定単位×６５／１，０００ 当施設の体制によって加算（R6年6月1日～R７年3月31日迄）

認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００ 認知症の方の緊急短期入所となった場合

緊急短期入所受入対応加算 ９０
居宅サービス計画されていない緊急短期入所の方で、７日間を
原則として14日間以内を限度に加算

若年性認知症利用者受入加算１ １２０ 若年性認知症の方が利用した場合

若年性認知症利用者受入加算２ ６０ 若年性認知症の方が特定短期入所療養介護を利用した場合

認知症専門
ケア加算

３
当施設の体制によっていずれかを加算

４

緊急時治療管理 ５１８ 緊急救命の為の医療行為　

重度療養管理加算 １２０ 要介護4～5の方で医療管理が必要な方

重度療養管理加算 ６０ 上記の方が特定短期入所療養介護を利用した場合

在宅復帰・在宅療
養支援機能加算

５１
当施設の在宅復帰状況やベッド回転率等によって加算

５１

総合医学管理加算 ２７５
診療方針を定め、投薬、検査、注射、処置等を１０日を限度とし
て行い、利用者の主治の医師へ診療情報提供を行った場合

口腔の健康状態の評価結果を歯科医療機関及び介護支援専門員へ情報提供した場合

身体拘束廃止未実施減算 所定単位－１／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位－１／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

生産性向上
推進体制加算

１００／月 Ⅱの要件を満たし、Ⅱのデータにより業務改善の取組による成果が確認されている場合

１０／月 委員会開催、見守り機器導入、データ提供を行っている場合

業務継続計画未策定減算 所定単位－１／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

口腔連携強化加算 ５０／回



＜別紙６＞

介護予防短期入所療養介護　利用料

＜料金Ⅰ＞ 金額単位：円

多床室 従来型 個室 多床室 従来型 個室

要支援１ ６１３ ５７９ ６０１ ５６６

要支援２ ７７４ ７２６ ７５８ ７１１

第１段階　　

第２段階

第３段階①

第３段階②

上記以外　　朝　　食

　　　　　　　　昼　　食

　　　　　　　　夕　　食

第１段階 ０ ４９０

第２段階 ３７０ ４９０

第３段階① ３７０ １，３１０

第３段階② ３７０ １，３１０

上記以外 ５８５ １，７８０ 水道・光熱・施設管理費相当料金

シャンプー・石鹸・歯磨き粉等を利用された場合

雑誌・各種行事・趣味活動等を利用又は参加された場合

一般棟（1Ｆ）２床室利用の方

各種行事個人材料代

支払い方法

区　　　　分
基本型 その他型

備　　　考

基本利用料
当施設の施設体系と
介護度に応じてご負担頂きます

食　　費

３００

国が定める段階に応じて
ご負担いただきます（日額）

６００

１，０００

１，３００

４７０

１食あたり５８０

６８０

滞在費 同左

水道・光熱・施設管理費相当
国が定める段階に応じて
ご負担いただきます

日用品費 １５８

教養娯楽費 １０５

室料（２人室） 　５００

行事費 実費相当

・毎月１０日に請求書を発行しますので、発行月の翌月９日までにお支払い下さい。お支払い頂きますと領収書が発行さ
れます。

・お支払の方法は、原則、現金一括の受付窓口支払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みでお願い
致します。

・小山市は、地域区分７級地となっているため、基本利用料と各加算料金の合計（食費、滞在費、日用品費、教養娯楽
費、室料は除く）に１．０１７を乗じさせてただきます。

・介護保険負担割合証が２割又は３割となっている方は、基本利用料と各加算料金の合計（食費、滞在費、日用品費、教
養娯楽費、室料は除く）に２若しくは３を乗じさせてただきます。



介護予防短期入所療養介護　利用料

＜料金Ⅱ＞ 金額単位：円

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ（2）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

加算区分 金額 備　　　考

夜勤体制加算 ２４ 当施設の夜勤体制によって加算

療養食加算 ８／食 医師の指示に基づく療養食摂取されている方

送迎加算 　１８４ 片道あたり

個別リハビリ計画を立案・実施した場合

サービス提供
体制強化加算

２２

当施設の体制によっていずれかを加算１８

６

所定単位×７１／１，０００

所定単位×５４／１，０００

所定単位×４４／１，０００

所定単位×６５／１，０００

個別リハビリテーション実施加算 ２４０

当施設の体制によって加算（R6年6月1日～R７年3月31日迄）

認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００ 認知症の方の緊急短期入所となった場合

若年性認知症利用者受入加算 １２０ 若年性認知症の方が利用した場合

介護職員等
処遇改善加算

所定単位×７５／１，０００

当施設の体制によって加算

認知症専門
ケア加算

３
当施設の体制によっていずれかを加算

４

緊急時治療管理 ５１８ 緊急救命の為の医療行為　

在宅復帰・在宅療
養支援機能加算

５１
当施設の在宅復帰状況やベッド回転率等によって加算

５１

総合医学管理加算 ２７５
診療方針を定め、投薬、検査、注射、処置等を１０日を限度とし
て行い、利用者の主治の医師へ診療情報提供を行った場合

口腔の健康状態の評価結果を歯科医療機関及び介護支援専門員へ情報提供した場合

身体拘束廃止未実施減算 所定単位－１／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位－１／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

生産性向上
推進体制加算

１００／月 Ⅱの要件を満たし、Ⅱのデータにより業務改善の取組による成果が確認されている場合

１０／月 委員会開催、見守り機器導入、データ提供を行っている場合

業務継続計画未策定減算 所定単位－１／１００ 法令に定める体制を満たさない場合

口腔連携強化加算 ５０／月
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介護老人保健施設思川ケアステージ（介護予防）通所リハビリテーション利用約款 

 

（約款の目的） 

第１条 介護老人保健施設思川ケアステージ（以下「当施設」という。）は、要支援１要支援２又は要

介護状態と認定された利用者（以下単に「利用者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に

従って、利用者が可能な限り自宅で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるように、（介護予防）通所リハビリテーションを提供し、一方、利用者又は利用者を保護

する者（以下「保護者」という。）は、当施設に対し、そのサービスに対する料金を支払うこ

とについて取り決めることを、本約款の目的とします。 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者が（介護予防）通所リハビリテーション利用同意書を当施設に提出したと

きから効力を有します。但し、保護者に変更があった場合は、新たに同意を得ることとします。 

  ２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款、別紙１別紙２別紙３別紙４別紙５別紙６の改定

が行われない限り、初回利用時の同意書提出をもって、繰り返し当施設の（介護予防）通所リ

ハビリテーションを利用することができるものとします。 

（保護者） 

第３条 利用者は、次の各号の要件を満たす保護者を立てます。但し、利用者が保護者を立てること

ができない相当の理由がある場合を除きます。 

①行為能力者（民法第２０条第１項に定める行為能力者をいいます。以下同じ。）であること。 

②弁済をする資力を有すること。 

２ 保護者は、利用者が本約款上当施設に対して負担する一切の債務を極度額、金参百萬円の範

囲内で、利用者と連帯して支払う責任を負います。 

３ 保護者は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。 

①利用者が疾病等により医療機関に受診する場合、受診手続が円滑となるよう協力すること。 

②通所利用が解除若しくは終了した場合の残置物の引取り等の処置、又は利用者が死亡した場合

の遺体の引取をすること。 

４ 保護者が第１項各号の要件を満たさない場合、又は当施設、当施設の職員若しくは他の入所

者等に対して、窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他の背信行為又は反社会的行為を行った場合、

当施設は、利用者及び保護者に対し、相当期間内にその保護者に代わる新たな保護者を立てる

ことを求めることができます。但し、第１項但書の場合はこの限りではありません。 

５ 保護者の請求があったときは、当施設は保護者に対し、当施設に対する利用料金の未払い、

これに対する利息及び賠償すべき損害の有無並びにこれらの残額及び支払期が到来しているも

のの額に関する情報を提供します。 

（利用者からの解除） 

第４条 利用者及び保護者は、当施設に対し、利用中止の意思表明をすることにより、利用者の居宅 

介護サービス計画にかかわらず、本約款に基づく（介護予防）通所リハビリテーション利用を

解除・終了することができます。なお、この場合利用者及び保護者は、速やかに当施設及び利

用者の居宅サービス計画作成者に連絡するものとします。 

 但し、利用者が正当な理由なく（介護予防）通所リハビリテーション実施時間中に利用中止

を申し出た場合については、原則、基本料金及びその他ご利用いただいた費用を当施設にお支

払いいただきます。 
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（当施設からの解除） 

第５条 当施設は、利用者及び保護者に対し、次に揚げる場合には、本約款に基づく（介護予防）通

所リハビリテーション利用を解除・終了することができます。 

① 利用者が要介護認定において自立と認定された場合 

② 利用者の居宅介護サービス計画が作成されている場合には、その計画で定められた当該利

用日数を満了した場合 

③ 利用者及び保護者が、本約款に定める利用料金を２ヶ月分以上滞納し、その支払を督促し

たにもかかわらず１０日間以内に支払われない場合 

④ 利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適当な（介護予防）通所リハビリ

テーションサービスの提供を超えると判断された場合 

⑤ 利用者又は保護者若しくはその親族が、当施設の職員又は他の利用者に対して、利用継続

が困難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った場合 

⑥ 天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない理由により、当施設を利用させること

ができない場合 

（利用料金） 

第６条 利用者及び保護者は、連帯して、当施設に対し、本約款に基づく（介護予防）通所リハビリ

テーションサービスの対価として、別紙５及び別紙６の利用単位ごとの料金をもとに計算され

た月ごとの合計額及び利用者が個別に利用したサービスの提供に伴い必要となる額の合計額

を支払う義務があります。但し、当施設は、利用者の経済状態等に変動があった場合、上記利

用料金を変更することがあります。 

  ２ 当施設は、利用者及び保護者が指定する送付先に対し、前月料金の合計額の請求書及び明細

書を、毎月１０日以後に送付し、利用者及び保護者は、連帯して、当施設に対し、当該合計額

をその翌月の９日までに支払うものとします。なお、支払の方法は原則、現金一括の受付窓口

支払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みとします。 

  ３ 当施設は、利用者又は保護者から、１項に定める利用料金の支払を受けたときは、利用者及

び保護者が指定する送付先に対して、領収書を送付します。 

（記録） 

第７条 当施設は、利用者の（介護予防）通所リハビリテーションサービスの提供に関する記録を作

成し、その記録を利用終了後５年間は保管します。 

  ２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧を求めた場合には、原則として、これに応じます。但

し、保護者その他の者（利用者の代理人を含みます。）に対しては、利用者の承諾その他の必

要と認められる場合に限り、これに応じます。 

（身体の拘束等） 

第８条 当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を行いません。但し、自傷他害の恐れがある等

緊急やむを得ない場合は、施設管理者又は施設長が判断し、身体拘束その他利用者の行為を制

限する行為を行うことがあります。この場合には、当施設の医師がその様態及び時間、その際

の利用者の心身の状態、緊急やむを得なかった理由を診療録に記載することとします。 

（秘密の保持） 

第９条 当施設とその職員は、業務上知り得た利用者又は保護者若しくはその家族等に関する秘密を、

正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、次の各号についての情報提供については、当施

設は、利用者及び保護者の本約款への同意をもって行うこととします。 

① 介護保険サービスの利用のための市町村、居宅介護支援事業者その他の介護保険事業者等

への情報提供、あるいは、適切な在宅療養のための医療機関等への療養情報の提供。 
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② 介護保険サービスの質の向上のための学会、研究会等での事例研究発表等。なお、この場

合、利用者個人を特定できないように仮名等を使用することを厳守します。 

  ２ 前項に揚げる事項は、利用終了後も同様の取り扱いとします。 

（緊急時の対応） 

第１０条 当施設は、利用者に対し、施設医師の医学的判断により対診が必要と認める場合、利用者

の主治医である医療機関若しくは協力医療機関又は協力歯科医療機関での診療を依頼するこ

とがあります。 

  ２ 前２項のほか、（介護予防）通所リハビリテーション利用中に利用者の心身の状態が急変した

場合、当施設は、利用者及び保護者が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

（要望又は苦情等の申出） 

第１１条 利用者及び保護者は、当施設の提供する（介護予防）通所リハビリテーションに対しての

要望又は苦情等について、担当支援相談員に申し出ることができ、又は、備付けの用紙、管

理者宛の文書で所定の場所に設定する「ご意見箱」に投稿して申し出ることができます。 

   ２ 同条第１項について、利用者及び扶養者は施設内の窓口のみならず、国民健康保険団体連

合会(宇都宮市本町 3 番 9 号 栃木県本町合同ビル 6 階 ０２８（６２２）７２４２) 市町村

介護保険担当課(小山市中央町１－１－１ ℡０２８５－２２－９５４１)に申し出ることが

できます。 

（事故発生における対応） 

第１２条 当施設のサービス提供により事故が発生した場合、直ちに救急処置を行い、利用同意書に

記載されている親族へ速やかに連絡します。 

   ２ 利用者に対しては誠心誠意治療に専念するとともに、利用者及び家族に対しては、誠意を

もって事故の説明をします。 

   ３ 利用者及び家族に対する事故の説明等は原則として、施設の幹部職員が対応し、状況に応

じ、事故を起こした職員が同席して対応します。 

   ４ 当施設は、当該行為によって利用者を死に至らしめ、または死に至らしめる可能性がある

とき、重大若しくは不可逆的損害を与え、または与える可能性があるとき、その他、利用者

から抗議を受けたケースや紛争に発展する可能性があると認められるときは、事故報告書を

利用者の保険者である市町村介護保険担当課に速やかに報告します。 

   ５ その他、事故報告書、事実経過の記録、事故危険防止対策委員会設置、運営等については

別紙３のとおりとします。 

（賠償責任） 

第１３条 （介護予防）通所リハビリテーションの提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、

利用者が損害を被った場合、当施設は、利用者に対して、損害を賠償するものとします。 

   ２ 利用者の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者及び扶養者は、

連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するものとします。 

（利用誓約事項） 

第１４条 １．利用者本人の療養にあたっては、貴施設と連絡をとりあい、積極的に協力します。 

     ２．生活に関する個人利用料金の費用については、定められたとおり遅滞なく必ず支払い

ます。 

     ３．貴施設利用中における偶発的事故（利用者間でのトラブルに起因した事故、突発的な

自殺企図など）に対しては、異議申し立ていたしません。 

     ４．利用者による設備備品などの破損については、その費用をお支払いいたします。  

     ５．保証人または連帯保証人がその責を果たせなくなった場合には速やかに連絡し、改め



 4 

て保証人または連帯保証人を選定いたします。 

（利用契約に定めない事項） 

第１５条 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるところにより、 

利用者又は保護者と当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 

 

（附則）本約款は平成 30 年 4 月 1 日より発効する。 

令和元年 10 月 1 日一部改訂 

令和 2 年 4 月 1 日一部改訂 

令和 3 年 4 月 1 日一部改訂 

令和 4 年 4 月 1 日一部改訂 

令和 6 年 6 月 1 日一部改訂 
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＜別紙１＞ 

（介護予防）通所リハビリテーションサービスについて 

◇介護保険証関連の確認 

 説明を行うに当たり、ご利用希望者の介護保険被保険証と介護保険負担割合証を確認させていただ

きます。 

 

◇（介護予防）通所リハビリテーション 

当施設でのリハビリテーションは、ご利用者の主治医の指示のもとに、施設医師、介護支援専門員、

リハビリスタッフ（理学療法士又は作業療法士、看護師、介護職員等）が連携し、居宅サービス計

画を柱として、施設サービス計画、リハビリテーション計画等を立ててご利用者に提供されるもの

です。この計画は、ご本人・保護者の希望を十分に取り入れ、また計画の内容については同意をい

ただくようになります。原則として機能訓練室にて行いますが、施設内のすべての活動が機能訓練

のためのリハビリテーション効果であると期待します。 

 

◇ケアサービス  

 当施設でのケアサービスは、ご利用者の主治医の指示のもとに、施設医師、介護支援専門員、通所

リハビリテーションスタッフ（理学療法士又は作業療法士、看護師、介護職員等）が連携し、居宅

サービス計画を柱とした施設サービス計画を立てて提供されるものです。常にご利用者の自立支援

を優先し、ご利用者の立場に立ってサービス提供します。 

 

◇生活サービス 

 当施設の生活サービスは、ご利用の間明るく家庭的な雰囲気のもとでサービスを受けられるよう常

にご利用者の立場に立って運営しています。 

   

昼食提供時間   １２時００分～１２時３０分 

      

※ 食品衛生管理上の観点から、飲食物の持ち込みはご遠慮願います。但し、利用者の栄養補給、

又は咀嚼・嚥下等の諸事情により、主治医の指示によるものは別とします。 

 

  入浴：祝日、盆休み、年末年始期間を除く、月～土曜日に実施。 

     入浴内容は、居宅サービス計画に基づくご利用となります。 

     但し、ご利用者の身体状態に応じて清拭となる場合があります。 

 

◇医療機関との連携 

（介護予防）通所リハビリテーションご利用中に、ご利用者の状態が急変した場合は、速やかに保護

者へ連絡し、当施設の医師の判断によりご利用者の主治医である医療機関への受診を勧めることがあ

ります。また、ご利用の時間前にご利用者の状態が不良である場合も同様に対応させていただくこと

があります。 

 

◇緊急時の連絡先 

 緊急の場合には「同意書」にご記入いただいた連絡先に連絡します。 
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◇介護保険・苦情相談 

 〈相談窓口〉施設１Ｆ事務所  電話 ０２８５－２１－３３２２ 

 〈相談場所〉施設１Ｆ相談室 

 〈受付時間〉年末年始、祝祭日を除く（月）～（土） 

       午前９時～午後５時 

 〈相談受付担当者〉施設支援相談員 

 〈相談・苦情解決責任者〉施設長 朝日 成彦 

※ 施設利用に関するご質問、ご要望、苦情相談、介護保険制度について等、様々なご相談を施

設支援相談員がお受けいたします。 

※ 苦情相談の場合、速やかに解決策を策定し、改善いたします。 

※ 氏名、住所、電話番号等を開示いただければ、原因、改善結果を詳細にご報告いたします。 

※ 国民健康保険団体連合会、市町村介護保険担当課においても相談窓口が設置されております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小山市役所 

高齢生きがい課 

所在地  小山市中央町１－１－１ 

電話番号 ０２８５－２２－９５４１ 

栃木県国民健康保険 

    団体連合会 

所在地  宇都宮市本町 3 番 9 号栃木県本町合同ビル 6 階  

電話番号 ０２８（６２２）７２４２ 
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＜別紙２＞ 

介護老人保健施設思川ケアステージのご案内 

（令和 6 年 6 月 1 日現在） 

１．施設の概要 

（１）施設の名称等 

・ 施設名       介護老人保健施設思川ケアステージ 

・ 開設年月日     平成７年４月１日 

・ 所在地       栃木県小山市喜沢６６０ 

・ 電話番号      ０２８５－２１－３３２２ 

・ ＦＡＸ番号     ０２８５－２１－３３２１ 

・ 管理者名      朝日 成彦 

・ 介護保健指定番号  介護老人保健施設（0950880047 号） 

（２）介護老人保健施設の目的と基本理念 

    介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その他必要な医療と日常

生活上のお世話などの介護保健施設サービスを提供することで、入所者の能力に応じた日常生

活を営むことができるようにし、１日でも早く家庭での生活に戻ることができるように支援す

ることを目的とした施設です。さらに、家庭復帰の場合には、療養環境の調整など退所時の支

援も行いますので、安心して退所していただけます。 

    この目的に沿って、当施設では、以下のような基本理念を定めていますので、ご理解いただ

いた上でご利用下さい。 

 〔介護老人保健施設思川ケアステージの基本理念〕 

１．利用者の家庭復帰をめざした自立支援施設であること 

２．リハビリテーション施設としての機能を果たすために職員全員がリハスタッフであることを

自覚したケア施設であること 

３．在宅介護（ショートステイ、通所リハビリ）を積極的に支援する施設であること 

４．明るく、家庭的な施設であること 

５．認知症性高齢者を積極的に受け入れ、機能維持に努めるケア施設であること 

６．地域とのつながりをめざした施設であること 

（３）施設の職員体制 

 常 勤 非常勤 夜 勤 

医師 １   

看護職員  １０ １ （１） 

薬剤師   １  

介護職員  ３０ ３ （４） 

支援相談員 ３   

理学療法士 ２   

作業療法士 ２   

管理栄養士 １   

介護支援専門員 （４）   

事務職員 ２   

その他  ２  
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（４）入所定員等   ・定員１００名（うち認知症専門棟５０名） 

  ・療養室  個室６室 ／ ２床室（２人室）９室 ／ 多床室（４人室）１９室 

 

２．サービス内容 

① 施設サービス計画の立案 

② 食事 

③ 入浴（一般浴槽のほか入浴に介助を要する利用者には特別浴槽で対応） 

④ 医学的管理・看護 

⑤ 介護（退所時の支援も行います） 

⑥ 機能訓練（リハビリテーション、リハビリテーションマネジメント、レクリエーション） 

⑦ 相談援助サービス 

⑧ 栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理 

⑨ バイキング食の提供 

⑩ 理美容サービス 

⑪ 行政手続代行 

⑫ その他 

※これらのサービスのなかには、利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくものも

ありますので、具体的にご相談ください。 

 

３．協力医療機関等 

  当施設では、下記の医療機関・歯科医療機関に協力をいただいています。 

  ・協力医療機関 

      名称：小金井中央病院 

      住所：下野市小金井２－４－３ 

  ・協力歯科医療機関 

      名称：おやまゆうえん歯科 

      住所：栃木県小山市喜沢 1475 おやまゆうえんハーベストウォーク２Ｆ 

 

４．施設利用に当たっての留意事項 

  ・面会    月曜日～土曜日の午後２時～午後４時までの週 1 回 10 分間以内 

※施設内感染対策管理により、面会を制限することがあります。 

  ・外泊、外出 あらかじめサービスステーションへお申し出下さい。 

  ・喫煙    健康増進法により、当敷地内での喫煙は出来ません。 

  ・貴重品   持ち込みのご希望がある際は、事務室又は各階サービスステーションまでご相談

下さい。 

 

５．非常災害対策 

  ・防災設備  スプリンクラー、消化器、消火栓、自動火災通報機等有り。 

  ・防災訓練  年２回（総合訓練） 

 

６．禁止事項 

  当施設では、多くの方に安心して療養生活を送っていただくために、利用者の「営利行為、宗教

の勧誘、特定の政治活動」は禁止します。 
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＜別紙３＞ 

事故発生時の対応 

 

１． 初期対応 

（１） サービス提供により事故が発生した際には、医師、看護師、介護職員等の連携の下に救

急措置を行う。 

２． 事故の報告 

（１） 施設内において事故が発生した場合は、次のとおり直ちに上司に報告する。 

第１発見者→看護師→施設長（不在の場合は当直医） 

報告は、文書（事故報告書）により行うが、緊急を要する場合には、直ちに口頭で報告

し、文書による報告を速やかに行う。 

（２） 施設長は報告を受けた事項について、事故危険防止対策委員会に報告するとともに、事

故の重大性を勘案し、理事長に対し報告する必要があると認めた場合は、その都度理事

長に報告する。 

（３） 行政への報告は、（介護予防）通所リハビリテーション利用約款第１２条に規定すると

おりとする。 

３． 利用者、家族への対応 

（１） （介護予防）通所リハビリテーション利用約款第１２条に規定するとおりとする。 

４． 事実経過の記録 

（１） 医師、看護師等は、利用者の状況、処置の方法、利用者及び家族への説明内容等を診療

録、看護・介護記録等を詳細に記載する。 

（２） 記録にあたっては、具体的に以下の事項に留意する。 

ア） 初期対応が終了次第、速やかに記載すること。 

イ） 事故の種類、利用者の状況に応じ、できる限り経時的に記載を行うこと。 

ウ） 事実を客観的かつ正確に記載すること。 

５． 事故の評価と事故防止への反映 

（１） 事故が発生した場合、事故危険防止対策委員会において、事故の原因分析など、以下の

事項について評価検討を加え、その後の事故防止対策への反映を図るものとする。 

ア）事故報告に基づく事例の原因分析 

イ）発生した事故について、組織としての責任体制の検証 

ウ）講じてきた事故防止対策の効果 

エ） 同様の事故事例を含めた検討 

オ） その他、事故の防止に関する事項 

 （２）事故の結果的分析を行い、事故の再発防止に資することができるよう、必要に応じてヒ

ヤリハット等を活用し、より詳細な評価分析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 10 

○事故防止対策に関する委員会の位置づけ 

 

 

 

  報告・提言 

  必要に応じて報告 

 

  報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事故危険防止対策委員会）毎月１回開催 

委員長：施設長 

委 員：事務長・看護師・通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ介護主任 

必要に応じ理学療法士又は作業療法士・支援

相談員（社会福祉士） 

内 容：事故の発生予防 

    事故への対応に関する全般的事項 

    ヒヤリハット報告・事故報告書の評価 

    事故防止対策の具体的内容について検討 

理事長 

施設長 

 

全職員 

事務長 

ヒヤリ・ハット報告、事故報告の受理、保管 

所属長 

ヒヤリ・ハット

体験報告 

委員会決定事項の伝達 

事故防止の啓発 

各所属部署 

事
故
報
告 

保
管
の
指
示 

事故報告 

（直ちに） 

報
告
書
等
会
議
資
料
提
出 
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＜別紙４＞ 

当施設における個人情報の保護に関するお知らせ 

 

当施設は、利用者の皆様への説明と納得に基づくサービス提供と個人情報の保護に積極

的に取り組んでおります。 

 

＜介護・診療情報の提供＞ 

⚫ ご利用者様の心身症状やケアについて質問や不安がおありになる場合は、ご遠慮な

く、直接、医師、看護師または支援相談員へ質問して説明をお受け下さい。 

 

＜個人情報の内容訂正・利用停止＞ 

⚫ 個人情報とは、氏名、住所等の特定の個人を識別できる情報を言います。 

⚫ 当施設が保有する個人情報（介護・診療録等）が事実と異なるとお考えになる場合

は、内容の訂正・利用停止を求めることができます。事務室窓口へお申し出下さい。

調査の上、対応いたします。 

 

＜個人情報の利用目的＞ 

⚫ 個人情報は以下の場合を除き、本来の利用目的の範囲を超えて利用いたしません。 

⚫ サービス提供のために利用する他、施設運営、教育、研修、行政命令の尊守、他の医

療・介護・福祉施設との連携等のために、個人情報を利用することがあります。また、

外部機関による施設評価、学会や出版物等で個人名が特定されないかたちで報告する

ことがあります。 

⚫ 当施設は医療・看護・介護職等の研修施設に指定されており、研修・養成の目的で、

介護・医療専門職等の学生等が、診療、看護、介護などに同席する場合があります。 

⚫ 当施設は行事活動の記録として、活動場面の撮影を行います。撮影後、施設広報活動

の一環として、施設内において掲示を行う事があります。 

 

＜ご希望の確認と変更＞ 

⚫ 利用予定の変更、介護給付・保険証等の確認等、緊急性を認めた内容について、ご利

用者およびご家族に連絡する場合があります。 

⚫ 居室等における氏名の掲示を望まない場合には、事務室までお申し出下さい。ただし、

事故防止・安全確保のためには、氏名の掲示は望ましいものです。 

⚫ 電話あるいは面会者からの、在所確認等の問い合わせへの回答を望まない場合には、

お申し出下さい。 

⚫ 一度出されたご希望をいつでも変更することが可能です。お気軽にお申し出下さい。 

 

＜相談窓口＞ 

⚫ ご質問やご相談は、各フロアの看護師または支援相談員へお問い合わせ下さい。 
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介護老人保健施設（介護予防）通所リハビリテーション利用同意書 

 

介護老人保健施設思川ケアステージ（介護予防）通所リハビリテーションを利用するにあたり、介護

老人保健施設（介護予防）通所リハビリテーション利用約款及び別紙紙１、別紙２、別紙３、別紙４、

別紙５、別紙６を受領し、これらの内容に関して、担当者による説明を受け、これらを十分理解した

上で同意します。 

 

令和   年   月   日 

〈利用者〉 

住  所  

氏  名               

 

〈保護者〉 

住  所  

氏  名               

介護老人保健施設思川ケアステージ 

管理者  朝日 成彦  殿 

 

【本約款第６条の請求書・明細書及び領収書の送付先】 

氏  名 

 

                  （続柄：     ） 

住  所 

 

 

電話番号 

 

 

 

【本約款第１０条２項の緊急時の連絡先】 

氏  名 

 

（続柄：     ） 

住  所 

 

 

電話番号 

 

 

 

【本約款第１４条５項の連帯保証人】  

 氏  名  （続柄：     ） 

 住  所  

 電話番号  

 



＜別紙５＞

＜料金Ⅰ＞ 金額単位：円
介護度 金　額 備　　考

要介護１ ３６９

要介護２ ３９８

要介護３ ４２９

要介護４ ４５８

要介護５ ４９１

要介護１ ３８３

要介護２ ４３９

要介護３ ４９８

要介護４ ５５５

要介護５ ６１２

要介護１ ４８６

要介護２ ５６５

要介護３ ６４３

要介護４ ７４３

要介護５ ８４２

要介護１ ５５３

要介護２ ６４２

要介護３ ７３０

要介護４ ８４４

要介護５ ９５７

要介護１ ６２２

要介護２ ７３８

要介護３ ８５２

要介護４ ９８７

要介護５ １，１２０

要介護１ ７１５

要介護２ ８５０

要介護３ ９８１

要介護４ １，１３７

要介護５ １，２９０

要介護１ ７６２

要介護２ ９０３

要介護３ １，０４６

要介護４ １，２１５

要介護５ １，３７９

５５ シャンプー・石鹸・歯磨き粉等を利用された場合

５５ 雑誌・各種行事・趣味活動等を利用又は参加された場合

朝　食 ４７０

昼　食 ５８０

夕　食 ６８０

Ⅰ ４０ 入浴介助を実施した場合

Ⅱ ６０ 医師等が居宅訪問し共同で入浴計画を策定した場合

１８５ １枚あたり

４２ １枚あたり

３００/時間 計画時間を越えた利用

-指定送迎地域- 小山市・下野市の一部（旧国分寺町）

支払い方法

・介護保険負担割合証が２割又は３割となっている方は、基本利用料と各加算料金の合計（食費、日用品費、教養娯楽費、紙おむつ
及び尿とりパット、時間外預かり料は除く）に２若しくは３を乗じさせてただきます。

通所リハビリテーション　利用料

区　　　　分

１食あたり

５時間以上６時間未満
基本料金

時間外預かり料

尿とりパット

２時間以上３時間未満
基本料金

・毎月１０日に請求書を発行しますので、発行月の翌月９日までにお支払い下さい。お支払い頂きますと領収書が発行されます。

・お支払の方法は、原則、現金一括の受付窓口支払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みでお願い致します。

教養娯楽費

紙おむつ

３時間以上４時間未満
基本料金

食　　　費

６時間以上７時間未満
基本料金

１時間以上２時間未満
基本料金

入浴介助加算

・小山市は、地域区分７級地となっているため、基本利用料と各加算料金の合計（食費、日用品費、教養娯楽費、紙おむつ及び尿と
りパット、時間外預かり料は除く）に１．０１７を乗じさせてただきます。

７時間以上８時間未満
基本料金

４時間以上５時間未満
基本料金

　　介護度に応じてご負担いただきます。

日用品費



＜料金Ⅱ＞ 金額単位：円

金　額 適　　用

Ⅰ ２２

Ⅱ １８

Ⅲ ６

１２

１６

２０

２４

２８

５６０ 開始日から６カ月以内（月１回算定）

２４０ 開始日から６カ月超（月１回算定）

５９３ 開始日から６カ月以内（月１回算定）

２７３ 開始日から６カ月超（月１回算定）

７９３ 開始日から６カ月以内（月１回算定）

４７３ 開始日から６カ月超（月１回算定）

１１０ 退院（所）日又は認定日から起算して3ヶ月以内（1日1回算定）

Ⅰ ２４０
退院（所）日又は通所開始日から起算して3ヶ月以内
（1日1回算定）

Ⅱ １，９２０／月
退院（所）日の翌日の属する月又は開始月から起算
して3ヶ月以内（月1回算定）

３０
1時間以上2時間未満の利用時、
理学療法士等の配置状況で加算

１，２５０／月 開始日から６カ月以内（月１回算定）

６０ 若年性認知症の方が利用された場合

１００ 1時間以上2時間未満以外で要介護3～5の方で医療管理が必要な方

２０ 当施設の体制によって加算

-４７ 片道につき減算

１２ 国の定める基準に適合した場合

Ⅰ １５０

Ⅱイ １５５

Ⅱロ １６０

５０／月 国の定める体制且つ厚生労働省へデータ提出する場合

２００／回 栄養アセスメント加算の条件に加え居宅訪問を実施する場合

Ⅰ ２０ 口腔の健康状態及び栄養状態に関する情報を６月毎に介護支援専門員に提供した場合

Ⅱ ５ 口腔の健康状態若しくは栄養状態に関する情報を介護支援専門員に提供した場合

４０／月 利用者ごとの心身の状況等の情報を厚生労働省に提出している場合

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

Ⅴ（2） 当施設の体制によって加算（R6年6月1日～R７年3月31日迄）

３％ 算定月から３カ月間加算

法令に定める体制を満たさない場合
法令に定める体制を満たさない場合
理学療法士等が、医療機関の退院前カンファレンスに参加し、共同指導を行った場合

口腔・栄養スクリーニング加算

イ

移行支援加算

重症療養加算

４時間以上５時間未満

５時間以上６時間未満

送迎を行わない場合

リハビリテーション
マネジメント加算

栄養アセスメント加算

１回あたり
当施設の体制によって加算

６時間以上７時間未満

７時間以上８時間未満

理学療法士等体制強化加算

中重度者ケア体制加算

生活行為向上リハビリテーション実施加算

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算 当施設の体制によって加算

口腔機能向上サービスを実施し厚生労働省へデー
タ提出する場合

３時間以上４時間未満

若年性認知症利用者受入加算

ロ

短期集中個別リハビリテーション実施加算

所定単位×８３／１，０００
所定単位×８６／１，０００

ハ

事業所の医師が利用者又はその家
族に説明し、利用者の同意を得た場
合

区　　　　分

認知症短期集中リハビリテーション実施加算

栄養改善加算

リハビリテーション
提供体制加算

所定単位×５３／１，０００

退院時共同指導加算

所定単位－１／１００

６００／回

感染症及び災害により、臨時的に利用者数が一定減少している場合の所定単位数の加算

所定単位×６６／１，０００
当施設の体制によって加算（R6年6月より）

２７０

業務継続計画未策定減算 所定単位－１／１００

介護職員等
処遇改善加算

高齢者虐待防止措置未実施減算

口腔機能向上加算

科学的介護推進体制加算

所定単位×７３／１，０００



＜別紙６＞

介護予防通所リハビリテーション　利用料

＜料金Ⅰ＞ 金額単位：円
介護度 金　額 備　　考
要支援１ ２，２６８／月
要支援２ ４，２２８／月

５５／日 シャンプー・石鹸・歯磨き粉等を利用された場合

５５／日 雑誌・各種行事・趣味活動等を利用又は参加された場合

要支援１ －１２０／月
要支援２ －２４０／月

＜料金Ⅱ＞ 金額単位：円
備　　考

朝　食 ４７０
昼　食 ５８０
夕　食 ６８０

開始日から６カ月以内（月１回算定）

国の定める体制且つ厚生労働省へデータ提出する場合

栄養アセスメント加算の条件に加え居宅訪問を実施する場合

Ⅰ ２０ 口腔の健康状態及び栄養状態に関する情報を６月毎に介護支援専門員に提供した場合

Ⅱ ５ 口腔の健康状態若しくは栄養状態に関する情報を介護支援専門員に提供した場合

Ⅰ １５０ 口腔機能低下又はおそれのある方の⼝腔機能改善管理指導計画を行った場合

Ⅱ １６０ Ⅰの要件に加え厚生労働省へデータ提出している場合

若年性認知症の方が利用された場合
月２回以上、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを実施した場合

要支援１ ８８／月
要支援２ １７６／月
要支援１ ７２／月
要支援２ １４４／月
要支援１ ２４／月
要支援２ ４８／月

利用者ごとの心身の状況等の情報を厚生労働省に提出している場合

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

Ⅴ（2） 当施設の体制によって加算（R6年6月1日～R７年3月31日迄）

法令に定める体制を満たさない場合
法令に定める体制を満たさない場合
理学療法士等が、医療機関の退院前カンファレンスに参加し、共同指導を行った場合

-指定送迎地域- 小山市・下野市の一部（旧国分寺町）

支払い方法

当施設の体制によって加算

科学的介護推進体制加算

Ⅰ

・お支払の方法は、原則、現金一括の受付窓口支払い、または当施設が指定する金融機関口座への振り込みでお願い致します。

・介護保険負担割合証が２割又は３割となっている方は、基本利用料と各加算料金の合計（食費、日用品費、教養娯楽
費、紙おむつ及び尿とりパット、時間外預かり料は除く）に２若しくは３を乗じさせてただきます。

区　　　　分

基本利用料 支援度に応じてご負担いただきます

日用品費
教養娯楽費

Ⅱ

栄養改善加算

口腔機能向上加算

２００／月

４０／月

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算

一体的サービス提供加算

・小山市は、地域区分７級地となっているため、基本利用料と各加算料金の合計（食費、日用品費、教養娯楽費、紙お
むつ及び尿とりパット、時間外預かり料は除く）に１．０１７を乗じさせてただきます。

高齢者虐待防止措置未実施減算

区　　　　分 金　　額

食　　　費

生活行為向上リハビリテーション実施加算 ５６２／月

４８０／月

・毎月１０日に請求書を発行しますので、発行月の翌月９日までにお支払い下さい。お支払い頂きますと領収書が発行されます。

Ⅱ

利用を開始した日の属する月から起算して
12月を超えた期間に利用した場合

支援度に応じて減じます
但し、法令に要件を満たす場合は算定しません

栄養アセスメント加算 ５０／月

口腔・栄養スクリーニング加算

若年性認知症利用者受入加算 ２４０／月

１食あたり

業務継続計画未策定減算 所定単位－１／１００
退院時共同指導加算 ６００／回

介護職員等
処遇改善加算

所定単位×８６／１，０００

当施設の体制によって加算（R6年6月より）
所定単位×８３／１，０００
所定単位×６６／１，０００
所定単位×５３／１，０００
所定単位×７３／１，０００

所定単位－１／１００


